
【様式第1号】

自治体名：鴨川市

会計：全体会計 （単位：円）

科目 金額 科目 金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 79,477,102,048   固定負債 29,327,616,778

    有形固定資産 73,605,952,135     地方債等 20,366,489,618

      事業用資産 34,633,193,098     長期未払金 -

        土地 7,652,431,130     退職手当引当金 4,576,971,998

        土地減損損失累計額 -     損失補償等引当金 7,715,000

        立木竹 -     その他 4,376,440,162

        立木竹減損損失累計額 -   流動負債 2,945,248,476

        建物 31,536,675,152     １年内償還予定地方債等 2,397,411,533

        建物減価償却累計額 -16,389,492,708     未払金 178,990,261

        建物減損損失累計額 -     未払費用 -

        工作物 32,047,924,529     前受金 3,410,170

        工作物減価償却累計額 -20,214,345,005     前受収益 -

        工作物減損損失累計額 -     賞与等引当金 242,465,763

        船舶 -     預り金 92,008,909

        船舶減価償却累計額 -     その他 30,961,840

        船舶減損損失累計額 - 負債合計 32,272,865,254

        浮標等 - 【純資産の部】

        浮標等減価償却累計額 -   固定資産等形成分 80,999,458,301

        浮標等減損損失累計額 -   余剰分（不足分） -28,645,520,646

        航空機 -   他団体出資等分 -

        航空機減価償却累計額 -

        航空機減損損失累計額 -

        その他 -

        その他減価償却累計額 -

        その他減損損失累計額 -

        建設仮勘定 -

      インフラ資産 36,686,251,493

        土地 2,341,977,123

        土地減損損失累計額 -

        建物 2,627,059,988

        建物減価償却累計額 -1,560,699,850

        建物減損損失累計額 -

        工作物 84,465,567,513

        工作物減価償却累計額 -52,450,981,200

        工作物減損損失累計額 -

        その他 -

        その他減価償却累計額 -

        その他減損損失累計額 -

        建設仮勘定 1,263,327,919

      物品 7,442,839,595

      物品減価償却累計額 -5,156,332,051

      物品減損損失累計額 -

    無形固定資産 40,693,038

      ソフトウェア 35,877,360

      その他 4,815,678

    投資その他の資産 5,830,456,875

      投資及び出資金 2,473,080,353

        有価証券 -

        出資金 2,473,080,353

        その他 -

      長期延滞債権 341,966,551

      長期貸付金 121,900,032

      基金 2,702,197,544

        減債基金 534,600

        その他 2,701,662,944

      その他 229,525,430

      徴収不能引当金 -38,213,035

  流動資産 5,149,700,861

    現金預金 2,948,735,218

    未収金 663,360,163

    短期貸付金 1,590,000

    基金 1,520,766,253

      財政調整基金 1,520,766,253

      減債基金 -

    棚卸資産 9,145,226

    その他 22,670,000

    徴収不能引当金 -16,565,999

  繰延資産 - 純資産合計 52,353,937,655

資産合計 84,626,802,909 負債及び純資産合計 84,626,802,909

連結貸借対照表
（令和4年3月31日現在）



【様式第2号】

自治体名：鴨川市

会計：全体会計 （単位：円）

連結行政コスト計算書
自　令和3年4月1日
至　令和4年3月31日

科目 金額

  経常費用 25,948,655,260

    業務費用 11,458,512,737

      人件費 3,988,187,160

        職員給与費 3,009,299,925

        賞与等引当金繰入額 242,465,763

        退職手当引当金繰入額 -

        その他 736,421,472

      物件費等 7,074,451,832

        物件費 3,432,084,350

        維持補修費 203,292,750

        減価償却費 3,386,956,166

        その他 52,118,566

      その他の業務費用 395,873,745

        支払利息 148,615,849

        徴収不能引当金繰入額 53,007,671

        その他 194,250,225

    移転費用 14,490,142,523

      補助金等 11,851,171,028

      社会保障給付 2,634,419,434

      その他 4,552,061

  経常収益 2,852,387,382

    使用料及び手数料 2,560,951,663

    その他 291,435,719

純経常行政コスト 23,096,267,878

  臨時損失 430,816,260

    災害復旧事業費 14,178,800

    資産除売却損 331,202,329

    損失補償等引当金繰入額 -

    その他 85,435,131

  臨時利益 8,413,026

    資産売却益 861,026

    その他 7,552,000

純行政コスト 23,518,671,112



【様式第3号】

自治体名：鴨川市

会計：全体会計 （単位：円）

固定資産
等形成分

余剰分
(不足分)

他団体出資等分

前年度末純資産残高 51,607,317,685 81,440,842,938 -29,833,525,253 -

  純行政コスト（△） -23,518,671,112 -23,518,671,112 -

  財源 23,851,910,160 23,851,910,160 -

    税収等 14,400,648,648 14,400,648,648 -

    国県等補助金 9,451,261,512 9,451,261,512 -

  本年度差額 333,239,048 333,239,048 -

  固定資産等の変動（内部変動） -764,539,359 764,539,359

    有形固定資産等の増加 3,003,028,153 -3,003,028,153

    有形固定資産等の減少 -4,262,321,814 4,262,321,814

    貸付金・基金等の増加 1,484,971,003 -1,484,971,003

    貸付金・基金等の減少 -990,216,701 990,216,701

  資産評価差額 59,740,000 59,740,000

  無償所管換等 263,414,722 263,414,722

  他団体出資等分の増加 - -

  他団体出資等分の減少 - -

  比例連結割合変更に伴う差額 - - - -

  その他 90,226,200 - 90,226,200

  本年度純資産変動額 746,619,970 -441,384,637 1,188,004,607 -

本年度末純資産残高 52,353,937,655 80,999,458,301 -28,645,520,646 -

連結純資産変動計算書
自　令和3年4月1日
至　令和4年3月31日

科目 合計



【様式第4号】

自治体名：鴨川市

会計：全体会計 （単位：円）

連結資金収支計算書
自　令和3年4月1日
至　令和4年3月31日

科目 金額

【業務活動収支】

  業務支出 23,157,084,860

    業務費用支出 8,666,942,337

      人件費支出 4,196,259,579

      物件費等支出 4,139,712,322

      支払利息支出 148,615,849

      その他の支出 182,354,587

    移転費用支出 14,490,142,523

      補助金等支出 11,851,171,028

      社会保障給付支出 2,634,419,434

      その他の支出 4,552,061

  業務収入 26,804,760,660

    税収等収入 14,209,520,553

    国県等補助金収入 9,380,653,444

    使用料及び手数料収入 2,917,089,558

    その他の収入 297,497,105

  臨時支出 99,613,931

    災害復旧事業費支出 14,178,800

    その他の支出 85,435,131

  臨時収入 -

業務活動収支 3,548,061,869

【投資活動収支】

  投資活動支出 3,578,342,637

    公共施設等整備費支出 2,497,589,482

    基金積立金支出 983,513,155

    投資及び出資金支出 -

    貸付金支出 97,240,000

    その他の支出 -

  投資活動収入 655,588,320

    国県等補助金収入 42,750,000

    基金取崩収入 454,210,000

    貸付金元金回収収入 87,026,656

    資産売却収入 71,601,664

    その他の収入 -

投資活動収支 -2,922,754,317

【財務活動収支】

  財務活動支出 2,818,670,833

    地方債等償還支出 2,815,989,085

    その他の支出 2,681,748

  財務活動収入 2,380,732,200

    地方債等発行収入 2,289,662,000

    その他の収入 91,070,200

前年度末歳計外現金残高 88,095,741

本年度歳計外現金増減額 12,264,968

本年度末歳計外現金残高 100,360,709

本年度末現金預金残高 2,948,735,218

財務活動収支 -437,938,633

本年度資金収支額 187,368,919

前年度末資金残高 2,661,005,590

比例連結割合変更に伴う差額 -

本年度末資金残高 2,848,374,509



注記 

Ⅰ 重要な会計方針 

 

(1) 有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法 

① 有形固定資産……………取得原価 

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

   ア 昭和 59年度以前に取得したもの……………再調達価額 

ただし、道路、河川及び水路の敷地は備忘価額 1円としています。 

イ 昭和 60 年度以後に取得したもの 

取得原価が判明しているもの……………取得原価 

取得原価が不明なもの……………………再調達価額 

ただし、取得原価が不明な道路、河川及び水路の敷地は備忘価額 1 円としています。 

 

② 無形固定資産……………取得原価 

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

取得原価が判明しているもの……………取得原価 

取得原価が不明なもの……………………再調達価額 

 

(2) 有価証券等の評価基準及び評価方法 

① 満期保有目的有価証券……………償却原価法 

 

② 満期保有目的外の有価証券 

市場価格のあるもの……………市場価格 

       市場価格のないもの……………取得原価 

         

③ 出資金 

     市場価格のあるもの……………市場価格     

     市場価格のないもの……………出資金額 

 

(3) 有形固定資産等の減価償却の方法 

① 有形固定資産（リース資産を除きます。）…………定額法 

耐用年数は減価償却資産の耐用年数等に関する省令の耐用年数表に基づいております。 

 

② 無形固定資産（リース資産を除きます。）…………定額法 

ソフトウェアの耐用年数については、見込利用期間に基づいております。 

 

 



③ リース資産 

ア 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

  ………自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法 

イ 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

  ………リース期間を耐用年数とし、残存価値をゼロとする定額法 

 

(4) 引当金の計上基準及び算定方法 

① 徴収不能引当金 

過去 5年間の平均不能欠損率により、徴収不能見込額を計上しています。 

 

② 退職手当引当金 

期末自己都合要支給額を計上しています。 

なお、千葉県市町村総合事務組合で負担金の累計額以上に退職手当が支給されている（基金の持

分比率がマイナスの）ため、連結しておりません。 

 

③ 賞与等引当金 

翌年度 6 月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相当額の見込額に

ついて、それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上しています。 

 

④ 損失補償等引当金 

履行すべき額が確定していない損失補償債務等のうち、地方公共団体の財政の健全化に関する法

律に規定する将来負担比率の算定に含めた将来負担額を計上しています。 

 

(5) 資金収支計算書における資金の範囲 

現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物（鴨川市公金管理運用方針において、歳計現金等の

保管方法として規定した預金等をいいます。） 

なお、現金及び現金同等物には、出納整理期間における取引より発生する資金の受払いを含んでいま

す。 

 

(6) その他財務書類作成のための基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

 水道事業会計、病院事業会計を除いて税込方式によっております。 

 

(7) その他財務書類作成のための基本となる重要な事項 

① 物品の計上基準 

取得価額又は見積価格が 50 万円（美術品は 300 万円）以上の場合に資産として計上しています。 

 

 



② ソフトウェアの計上基準 

取得価額が 300 万円以上の場合に資産として計上しています。 

 

③ 工作物及び建物附属設備の計上基準 

原則として取得価額が 100 万円以上の場合に資産として計上しています。 

 

④ 資本的支出（改修）と修繕費の区分基準 

金額 1,000 万円以上かつ固定資産の取得価額等の 10%を超える場合に、資本的支出（改修）とし

て資産計上しています。 

 

Ⅱ 重要な会計方針の変更等 

 

(1) 会計方針の変更 

平成 28 年度決算分から統一的な基準を採用しています。 

 

Ⅲ 偶発債務 

 

(1)保証債務及び損失補償債務負担行為の状況 

他の団体（会計）の金融機関等からの借入債務に対し、保証を行っています。 

団体（会計）名 確定債務額 

履行すべき額が確定していない 

損失補償債務等 
総額 

損失補償等引当金

計上額 

貸借対照表 

未計上額 

東条土地改良区 － 7,715,000 円 － 7,715,000 円 

 

(2) 係争中の訴訟等 

該当する事象はありません。 

 

Ⅳ 追加情報 

 

(1) 財務書類の内容を理解するために必要と認められる事項 

① 全体会計財務書類の対象範囲は次のとおりです。 

一般会計 

国民健康保険特別会計 
介護保険特別会計 
後期高齢者医療特別会計 
水道事業会計 
病院事業会計 



 

② 地方自治法第 235 条の 5 に基づき出納整理期間が設けられている会計においては、出納整理期

間における現金の受払い等を終了した後の係数をもって会計年度末の係数としています。 

 

③ 表示単位未満を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合があります。 

 

④ 地方公共団体の財政の健全化に関する法律における健全化判断比率の状況 

実質赤字比率    － 

連結実質赤字比率  － 

実質公債費比率  9.40％ 

将来負担比率   86.60％ 

  

⑤  利子補給等に係る債務負担行為の翌年度以降の支出予定額 0円 

 

⑥  繰越事業に係る将来の支出予定額 147,012,000 円 

 

(2) 貸借対照表に係る事項 

① 地方交付税措置のある地方債のうち、将来の普通交付税の算定基礎である基準財政需要額に含ま

れることが見込まれる金額 

…………8,415,575,000 円 

 

② 地方公共団体の財政の健全化に関する法律における将来負担比率の算定要素 

標準財政規模                        10,163,068,000 円 

元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額        100,202,000 円 

将来負担額                          24,462,757,000 円 

充当可能基金額                         2,994,397,000 円 

特定財源見込額                          22,753,000 円 

地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額         13,726,395,000 円 

 

③ 地方自治法第 234 条の 3に基づく長期継続契約で貸借対照表に計上されたリース債務全額   

…………該当するものがありません。 

 

④ PFI 事業に係る資産 

…………該当するものがありません。 

 

 

 

 



(3) 純資産変動計算書に係る事項 

純資産における固定資産等形成分及び余剰分（不足分）の内容 

① 固定資産等形成分 

固定資産の額に流動資産における短期貸付金及び基金等を加えた額を計上しています。 

 

② 余剰分（不足分） 

純資産合計額のうち、固定資産等形成分を差し引いた金額を計上しています。 

 

(4) 資金収支計算書に係る事項 

① 基礎的財政収支   1,303,226,556 円 

 

② 資金収支計算書の業務活動収支と純資産変動計算書の本年度差額との差額の内訳 

資金収支計算書 

 業務活動収支                3,548,061,869 円 

 

 投資活動収入の国県等補助金収入         42,750,000 円 

 未収債権、未払債務等の増加（減少）        755,198,082 円 

 減価償却費                △3,386,956,166 円 

 賞与等引当金繰入額                  △242,465,763 円 

 退職手当引当金繰入額                           0 円 

 徴収不能引当金繰入額                  △53,007,671 円 

 資産除売却益（損）             △330,341,303 円 

 

 純資産変動計算書の本年度差額                333,239,048 円 

 

③ 一時借入金 

資金収支計算書上、一時借入金の増減額は含まれておりません。 

なお、一時借入金の限度額及び利子額は次の通りです。 

一時借入金の限度額  500,000 千円 

一時借入金に係る利子額……該当するものがありません。 

 

④ 重要な非資金取引は以下のとおりです。 

新たに計上したファイナンス・リース取引に係る資産及び負債の額 

…………該当するものがありません。 


